別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：成人病予防費
	事業名:がん診療連携拠点病院地域連携強化事業（地域医療再生基金事業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　健康福祉部　保健医療課　地域保健・健康増進担当　電話番号：058-272-1111（内2548）

　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：38,384千円（前年度予算額：38,384千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　厚生労働大臣指定のがん診療連携拠点病院（７病院）を中心に、どの地域においても、早期発見、専門的治療、緩和ケア、再発予防や在宅療養等が継続して行われるよう、関係機関の連携を推進する。また、がん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備を行う。
（1） 各がん診療連携拠点病院にコーディネーターを配置し、５大がん（肺がん、胃がん、肝がん、大腸がん及び乳がん）の地域連携クリティカルパスの作成と運用推進のための取組みを実施
（2） 各がん診療連携拠点病院にがん患者サロン相談員を配置し、がん患者・家族等による相談体制を強化
（3） がん医療に携わる看護職を対象とした緩和ケアに関する研修会を開催

（4） 在宅緩和ケア等に関する研修会を開催し、看護師、薬剤師等の連携を推進
	２　所要経費


５大がん連携パス運営経費等　38,384千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　２地域医療の体制と医師・看護職員を確保する

　　○地域医療連携体制を構築する
	２　これまでの取組状況


□５大がん地域連携クリティカルパス（以下、５大がん地域連携パス）の作成、運用
　事業開始前の平成21年度時点では、一部のがん診療連携拠点病院においてがん地域連携パスが作成されていたにとどまったが、本事業を通じ、７つのがん診療連携拠点病院全てにおいて５大がん地域連携パスが作成され、運用開始に至っている。

□がん患者サロン相談員の設置による相談支援に関しては、平成２１年度２病院からスタートし、平成２３年度５病院が実施に至っている。
□がん看護に携わる看護師に対する緩和ケア研修会
　平成２２年度　1日間×２回開催　受講修了証発行者　２８名
□がんに関する在宅緩和ケア等研修会
　別の国庫補助事業（事業終了）による在宅医療従事者研修では平成22年度111名参加
	３　これまでの取組に対する評価


○がん診療連携拠点病院が中心となり、５大がん地域連携クリティカルパスを本格的に運用し、地域の医療機関等との連携をより一層推進する必要がある。
○がん患者サロン相談員については、患者から好評を得ているので、継続するとともに、全てのがん診療連携拠点病院での設置をめざす。
○がん診療連携拠点病院等の専門看護師、認定看護師が講師となってがん看護に携わる看護職を対象に緩和ケア研修会を開催することにより、看護職の緩和ケアに関する理解を深めるとともに、地域の医療機関看護職の連携を一層推進することが期待できる。
○岐阜県がん対策推進計画において在宅医療体制の充実をあげているが、看護職対象の研修にとどまっている。医師、看護師、薬剤師等在宅緩和ケア従事者を対象とした研修会等を開催し、連携を強化する必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	38,384
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	38,384

	要求額
	38,384
	19,191
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	19,193

	決定額
	38,384
	19,191
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	19,193


